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「公共工事の代価の中間前金払及び既済部分払等の手続の簡素化・迅速化の促進に

ついて」の一部改正について 

 

中間前金払及び既済部分払等の手続の簡素化・迅速化の促進については、「公共工

事の代価の中間前金払及び既済部分払等の手続の簡素化・迅速化の促進について」（令

和２年３月 11 日付け国地契第 57 号、国官技第 386 号、国営設第 178 号）の通知によ

り運用しているところである。 

今般、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが５類感染症に変更され、

また、「建設業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン」が廃止され

たことを踏まえ、「公共工事の代価の中間前金払及び既済部分払等の手続の簡素化・

迅速化の促進について」を以下の通り改正する。 

 

記 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄に掲げるその標記部分に

二重傍線を付した規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これ

を削る。 

 

改 正 後 改 正 前 

３．関係者への周知 

本通知の内容については、既に発注してい

る工事の受注者等に、別紙１の通知文案及び

中間前金払をした工事について既済部分払が

３．関係者への周知 

本通知の内容については、既に発注してい

る工事の受注者等に、別紙１の通知文案並び

に中間前金払をした工事について既済部分払



 

できることの特例に関する別紙２の通知等を

参考として適切に周知されたい。 

 

 

（削る） 

ができることの特例に関する別紙２及び別紙

３の通知等を参考として適切に周知された

い。 

 

別紙３ （略） 

 

附  則 

この通知は、令和５年５月８日から施行する。 


